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保育所保育指針

(2018 年改訂) 

 第３章 健康及び安全 

１ 子どもの健康支援 疾病等への対応(SIDS の項目) 

「人工乳（粉ミルク）が SIDS を引き起こすわけではな

いが、母乳で育てられている赤ちゃんの方が SIDS の発

症率が低いということが研究者の調査から分かってい

る。喜んで母乳を飲み、体重が順調に増えているなら、で

きるだけ母乳を与えることが望ましい。」 

食事の提供に関する留意点 

「母乳による育児を希望する保護者のために、衛生面に

配慮し、冷凍母乳による栄養法などで対応することが望

ましい。」 

【職員の衛生知識の向上と対応手順の周知徹底】 

「調乳や冷凍母乳を取り扱う場合や、子どもの食事の介

助を行う場合には、手洗いや備品の消毒を行う等、衛生管

理を十分徹底することが重要である。」 

労働基準法 産前・産後休業 

(65 条) 

産前休業 

6 週間（双子以上の場合は 14 週間）以内に出産する女性

が休業を請求すれば取得できる。 

産後休業 

産後 8 週間は就業できない。（ただし、産後 6 週間経過後

に本人が請求し、医師が認めた場合は就業できる） 

 育児時間 

(67 条) 

生後満一年に達しない生児を育てる女性は、第三十四条

の休憩時間のほか、一日二回各々少なくとも三十分、その

生児を育てるための時間を請求することができる。 

 妊婦の軽易業務転換 

(65 条-3) 

妊娠中の女性が請求した場合には、他の軽易な業務に転

換させなければならない。 

 妊産婦等の危険有害業務

の就業制限 

(64 条-3） 

妊産婦等を妊娠、出産、哺育等に有害な業務に就かせるこ

とはできない。 

 妊産婦に対する変形労働

時間制の適用制限 

(66 条-1) 

変形労働時間制がとられる場合であっても、妊産婦が請

求した場合には、1 日及び 1 週間の法定時間を超えて労

働させることはできない。 

 妊産婦の時間外労働、休日

労働、深夜業の制限 

(66 条-2,3) 

妊産婦が請求した場合には、時間外労働、休日労働、また

は深夜業をさせてはならない。 

男女雇用機会均等法 婚姻、妊娠、出産等を理由

とする不利益取扱いの禁

止等 

(9 条) 

事業主は、女性労働者の妊娠、出産、産前産後休業の取得

その他の妊娠又は出産に関する事由で当該女性労働者に

対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。 

 妊娠中及び出産後の健康

管理に関する措置 

(12 条) 

女性労働者が母子保健法（昭和四十年法律第百四十一号）

の規定による保健指導又は健康診査を受けるために必要

な時間を確保することができるようにしなければならな

い。 

 母性健康管理措置 

(13 条) 

妊娠中および出産後 1 年以内の女性労働者が、健康診査

等を受け、医師などから指導を受けた場合は、その女性労

働者が受けた指導事項を守ることができるようにするた

めに、勤務時間の変更や勤務の軽減などの措置を講じな

ければならない。 
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育児・介護休業法 育児休業の申出 

(5 条～9 条) 

労働者は養育する一歳に満たない子について事業主に

申し出ることにより、育児休業をすることができる。ま

た保育所に預けられないなど事情がある場合には 1歳 6

か月に達するまで育児休業を延長できる。 

 出産時育児休業 

(産後パパ育休) 

(9 条) 

産後 8 週間以内に４週間（28 日）を限度として２回に

分けて取得できる休業で、１歳までの育児休業とは別に

取得できる制度 

 男性の育児休業取得

率の公表 

(22 条-2) 

従業員 1,000 人＊以上の企業で取得率を公表すること

が義務となっている。 

（＊2023 年 9月 28 日現在  

従業員 300 人以上に拡大する案が検討中です。） 

育休・介護休業法／

雇用保険法 

育児休業給付 育児休業（出生時育児休業を含む）を取得し、受給資格

を満たしていれば、原則として休業開始時 の賃金の 

67%（180 日経過後は 50%）の育児休業給付を受けるこ

とができる。 

健康保険法 育児休業期間中の 

社会保険料の免除 

(159 条) 

⼀定の要件（その月の末日が育児休業（出⽣時育児休業

を含む、以下同じ）期間中である場合（令 和４年 10 月

以降に開始した育児休業については、これに加えて、そ

の月中に 14 日以上育児休業を取得した場合及び賞与

に係る保険料については１か月を超える育児休業を取

得した場合））を満たしていれば、育児休業をしている

間の社会保険料が被保険者本人負担分及び事業主負担

分ともに免除される 

搾乳室設置の助成  女性活躍推進法や次世代育成支援対策推進法に基づく

一般事業主行動計画を策定した企業(※) などが、女性

活躍の推進や仕事と育児の両立への取組として搾乳室

を設置する場合、日本政策金融公庫の「働き方改革推進

支援資金（企業活力強化貸付）」を利用することも可能 

※策定が努力義務である企業に限る。 

（2023 年 9月 28 日現在 母乳育児支援ネットワーク調べ） 

今後もこちらに掲載した情報は変更される可能性があります。 
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